
  

 

 

  

 

 

税務・財務に関する情報を使いこなすことができれば、 

より豊かな人生が送れるものと確信しています。 

私どもは、情報を、どう使いこなすか？につきまして、 

何らかのお役に立てればと願っております。 

情報に目を通していただき、ご自身にどう当てはめたらよいのか！ 

お考えいただき、お分かりにくい点につきまして、弊社の担当者が  

お伺いした場合に、ご一緒に検討させていただきたく存じます。 

税務・財務に関する情報の提供を通じて、お客様の繁栄と、平安に、  

少しでも貢献できればと願います。 

 友 弘 正 人 
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令和２年４月１日から 

配偶者居住権が施行されました 
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配偶者居住権とは 

夫婦の一方が亡くなった後、残された配偶者が住み慣れた住居で生活を続けるととも

に、老後の生活資金として預貯金等の資産も確保できるように新設された制度です。 

配偶者居住権の権利は建物や土地の所有権を取得するよりも低い価額となるため、その

分の預貯金等の資産を多く確保することができ、かつ無償で終身の間または一定期間自宅

に住むことができます。 

（例） 自宅 4,000 万円 預貯金 4,000 万円（相続人は配偶者と子 1 人） 

 ①配偶者が自宅を所有権で取得 

 

 

 

 

 

②配偶者が自宅を居住権で取得 

 

 

 

 

 

 

 

配偶者居住権設定の要件 

配偶者居住権を設定するためには下記の要件を満たす必要があります。 

 ①被相続人が自宅建物を所有しており、配偶者以外の者と共有していないこと 

  ※例えば建物に同居している長男が共有の場合は設定できません。 

 ②相続開始時に配偶者が自宅に住んでいること 

  ※相続開始時に既に老人ホームに入居している場合は原則として設定できません。 

 ③遺産分割協議または遺言・死因贈与で取得すること 
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配偶者居住権の評価（相続税評価額） 

配偶者居住権の建物やその敷地（土地）の評価は、建物や土地の全体の相続税評価額 

から一定の算式で求めた所有権の評価を控除して計算します。 

計算式は下記の通りです。 

 

 ①建物（居住権）の計算式 

建物相続税

評価額 
－ 

建物相続税

評価額 
× 

残存耐用年数－存続年数※ 
× 

存続年数に応じた

民法の法定利率に

よる複利現価率 残存耐用年数 

              ※残存耐用年数－存続年数がマイナスの時は 0 になります。 

 ②土地（敷地利用権）の計算式 

土地相続税 

評価額 
－ 

土地相続税

評価額 
× 

存続年数に応じた民法の法定利率

による複利現価率 

 

具体的な計算例（配偶者居住権が終身の間である場合） 

 

 

 

 

 

①建物の評価額 

1,000 万円 －  1,000 万円 × 
13 年(※1)－16 年 

× 0.623 
13 年(※1) 

  ※1…13 年＝（22 年（法定耐用年数）×1.5）－20 年（経過年数） 

     居住用建物の耐用年数は、法定耐用年数の 1.5 倍として計算します。 

  ※2…13 年－16 年＝0 となるため建物相続税評価額＝配偶者居住権の評価額となります。 

 

②土地の計算式 

3,000 万円 － 3,000 万円 × 0.623 ＝1,131 万円 

③配偶者居住権の相続税評価額合計①＋② ＝ 2,131 万円 

  

３ 

前提 自宅建物の相続税評価額 1,000 万円 自宅土地の路線価評価 3,000 万円 

   建物は木造の耐用年数 22 年（建築後 20 年経過） 

   相続開始時の妻の年齢 75 歳（平均余命 16 年） 

   民法の法定利率が 3％の平均余命（存続年数）16 年の複利現価率 0.623 

 

＝1,000 万円※2 
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相続税申告への影響 

①小規模宅地等の特例適用 

土地のうち被相続人が居住していた土地は特定居住用宅地等として配偶者または一定の 

要件を満たす相続人が取得した場合に、330 ㎡を上限に 80％減額できる規定（小規模宅

地等の特例）があります。 

配偶者居住権の敷地（土地）についても、配偶者が取得するため無条件で小規模宅地等

の特例を適用することができます。 

また、敷地の所有権部分を相続した人が同居親族等の一定の要件を満たせば、所有権部

分についても小規模宅地等の特例が適用できます。 

②二次相続時の配偶者居住権 

一次相続で配偶者が配偶者居住権を取得した後、その配偶者が亡くなった場合には配偶

者居住権は消滅することになるため配偶者の相続財産ではありません。 

一次相続で配偶者居住権を設定することで、二次相続まで考えた場合は相続税が節税に

なることもあります。 

 

配偶者居住権の登記 

新民法では「居住建物の所有者は、配偶者（配偶者居住権を取得した配偶者に限る。）

に対し、配偶者居住権の登記を備えさせる義務を負う」と規定されているため登記は必要

です。配偶者居住権の登記は配偶者と所有者の共同申請で行います。 

もし登記をしていなければ所有者が建物を第三者へ売却してしまった場合に、新しい買

主から退去を求められたとしても対抗することができません。居住権の登記をしておくこ

とで安心して住み続けることができます。 

 

最後に 

配偶者居住権については制度上の取り扱いについて見てきました。過去に遺言書を書い

た方で配偶者居住権を使いたい場合は遺言書の書き直しが必要です（令和 2 年 4 月 1 日

以降に書いた遺言書から有効）。これを機会に遺言書の見直しされてみてはいかがでしょ

うか。 

ただし、配偶者居住権は配偶者の保護を目的に創設された制度ですが、配偶者居住権を

使わない方がよいケースもあります。今後の自宅の利用をしっかりと考えたうえで検討し

て頂きたいと思います。ご相談がございましたら弊社担当者までご連絡下さい。 

執筆者 先田 真司 
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